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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会

主義共和国 

案件名：（科学技術）廃棄物処分場における地域特性を活かした汚

染防止と修復技術の構築プロジェクト 

分野：計画・行政－行政－

環境問題 
援助形態：技術協力プロジェクト－科学技術 

所轄部署：地球環境部 協力金額（評価時点）：約3.7億円 

先方関係機関： 

・主管官庁：高等教育省（MoHE）、地方自治・州議会省（MoLGPC）、

環境再生可能エネルギー省（MoERE） 

・実施機関：ペラデニア大学（UOP）、ルフナ大学（UOR）、キャン

ディ基礎研究所（IFS）、全国廃棄物管理支援センター

（NSWMSC）、中央環境庁（CEA） 

協力期間 

2011年4月～ 

2016年3月 

（5年間） 

日本側協力機関：埼玉大学、埼玉県環境科学国際センター、産業技

術総合研究所、早稲田大学 

他の関連協力： 

・開発調査「地方都市環境衛生改善計画調査」（2002年～2003年） 

・技術協力プロジェクト「全国廃棄物管理支援センター能力向上プロジェクト」（2007年～2011年）

１－１ 協力の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）では商業活動の活発化、生活

の多様化等により廃棄物の排出量が増加し、適切に処分されない廃棄物によって、環境劣化（水

質汚濁、悪臭等）や観光国としてのイメージ低下を招いている。このような廃棄物問題を解決

するために、スリランカでは「廃棄物管理国家戦略」が2000年に制定され、持続可能な廃棄物

管理をめざした取り組みが始まった。2006年に全国廃棄物管理支援センター（National Solid 

Waste Management Support Center：NSWMSC）が設置され、2007年に「廃棄物管理国家政策」が

制定され、2008年には自治体が実施する廃棄物管理事業へ総額約57億ルピー（約46億円）の無

償資金を供与する環境再生可能エネルギー省（Ministry of Environment and Renewable Energy：

MoERE）によるピリサルプログラムが開始された。 

これら廃棄物管理の改善の取り組みを支援するために、独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、2002～2003年に技術協力（開発調査）「地方都市環境衛生改善計画調査」を実施し、中央政

府による地方自治体支援の仕組みを構築することを提言した。この提言によって、上述した

NSWMSCの設置を促し、2007年にNSWMSCの能力向上のための技術協力プロジェクトを開始し

た。このNSWMSCは、主に廃棄物管理事業に関する運営体制行政サービスの向上、廃棄物処分

場整備計画等に対する支援を地方自治体に行っているが、処分場の環境改善に係る技術的方策

は開発しておらず、現地で適用可能な低コスト・低メンテナンス・低環境負荷の修復技術の研

究開発・導入が強く求められている。 

一方、スリランカの大学や大学院を卒業し研究職に就いた研究者は、資機材や資金の不足に

より、国外に移住し、研究を続けるケースが多い。よって、スリランカの研究機関は、複数の

研究機関との連携による国際共同研究を通じて、研究者自身の研究開発能力の向上を図るとと
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もに、研究者を引きつけるような国際的な研究開発環境の整備も強く望んでいる。 

このような背景から、ペラデニア大学を中心とした研究グループより、スリランカの廃棄物

処分場における地域特性を活かした汚染防止と修復技術の構築及び持続可能な廃棄物処分場計

画・維持管理ガイドラインの作成に係る研究が要請された。これを受けJICAは2010年10月に詳

細計画策定調査を実施し、2011年2月28日に技術協力プロジェクトの討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）を締結した。本プロジェクトは、ペラデニア大学を主なカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として、2011年4月～2016年3月までの5年間の予定で実施されており、

1名の長期専門家と計20名の短期専門家（研究代表機関：埼玉大学）を派遣してきた。 

 

１－２ 協力内容 

（1）プロジェクト目標 

スリランカの持続可能な廃棄物管理に貢献することをめざした、廃棄物処分場における

汚染防止及び修復に関する技術の研究開発能力が強化される。 

 

（2）成果 

成果1：スリランカに適応できる廃棄物処分場計画・維持管理ガイドラインのコンセプト

が明確にされる。 

成果2：新規廃棄物処分場の適地選定手法が定められる。 

成果3：既存廃棄物処分場の現状を把握するために、処分場及び周辺域の汚染状況のモニ

タリングが行われる。 

成果4：廃棄物処分場の汚染防止・修復技術が構築される。 

成果5：持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化され

る。 

 

（3）投入（評価時点） 

＜日本側＞ 

専門家派遣：21名（27.2人/月） 

カウンターパート（C/P）の本邦研修：4回（延べ11名） 

供与機材：147.2百万円（本邦調達資機材）、約3.4百万円（現地調達資機材） 

＜スリランカ側＞ 

C/P配置：31名 

専門家執務室、実験室、野外モニタリングサイト提供 

ペラデニア大学内分析室の建設 

プロジェクト活動費：約83.5百万円（ペラデニア大学）、約6.7百万円（ルフナ大学）、

約0.13百万円（IFS） 

 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 村瀬 憲昭 JICA 地球環境部環境管理第一課 企画役 

調査団 

 

協力企画 前島 幸司 JICA 地球環境部環境管理第一課 副調査役 
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評価分析 羽地 朝新 （株）日本開発サービス調査部 主任研究員

科学技術評価総括 井上 孝太郎 
独立行政法人科学技術振興機構（JST）上席

フェロー 

科学技術評価企画 髙木 麻里 JST地球規模課題国際協力室調査員 

調査期間 2013年12月8日～12月21日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認1 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

指標：「処分場での計画・維持管理ガイドライン（2016年版）が地方自治･州議会省（Ministry 

of Local Government and Public Councils：MoLGPC）とMoEREに提案される」 

ガイドライン2の暫定的な内容・項目を2014年6月までに策定、その最終化はプロジェク

ト終了時までに行うことが予定されている。中間レビュー時点では、スリランカ側C/P及

び日本側専門家チームは同ガイドラインの内容として成果1～4の結果を含むことに合意

した。具体的には、社会経済的要素、廃棄物処分場の適地選定のためのハザードマップ

作成手法、汚染状況モニタリング手法、浸出水処理技術、遮水ライナー技術、安全な廃

棄物積み上げ層厚及びその傾斜角の決定、処分場キャッピング技術や反応性浸透壁

（Permeable Reactive Barrier：PRB）技術など、本プロジェクトで開発される廃棄物処分

場における持続可能な計画・管理及び汚染防止策に係る技術仕様を網羅することとし

た。 

 

（2）成果の達成度 

成果1「スリランカに適応できる廃棄物処分場計画・維持管理ガイドラインのコンセプト

が明確にされる」 

地方自治体の廃棄物管理システムの社会・経済的能力を適切に評価するために必要な

調査項目が確立され、調査シートが作成された。更に、廃棄物の発生量・質を把握する

ための調査マニュアルが作成された。これらを用いて、中央州と南部州の地方自治体を

対象として地方財政調査、廃棄物排出ごみ量ごみ質調査、環境ビジネス調査を実施した。

 

成果2「新規廃棄物処分場の適地選定手法が定められる」 

廃棄物処分場の適地選定に係る初期的分析を実施するために、中央州及び南部州の地

形、地質、土地利用等の関連データを収集・整理した。地理情報システム（Geographic 

Information System：GIS）分析及び環境リスク評価の結果より中央州の廃棄物処分場の選

定に関連するハザードマップを作成した。 

 

                                                        
1 本中間レビュー実施と合わせて、プロジェクト目標や各成果に係る指標、活動計画等の修正案が検討され、2013年12月20日に

開催された合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）にて変更案の承認がなされている。しかし、本調査において

は変更前のもの（2013年3月28日JCC承認版）に基づき評価を行っていることに留意。 
2 2013年12月20日改訂版では、スリランカでこれまで数多く策定されている「ガイドライン」（主に一般的な記述にとどまる）

とは呼び方を変え、詳細な技術情報も含めた網羅的な「ガイド」の作成を行うこととしている。ただし、本要約表については

名称変更前の「ガイドライン」として表記を統一していることに留意。 
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GISマップは入手可能なGISデータによって作成された。GISデータのほかに、リスク評

価に重要なデータも収集した。GISデータとリスク評価を統合し、キャンディ市のリスク

（ハザード）マップを作成した。同ハザードマップは廃棄物処分場の適地選定基準を適

用することにより改善される予定である。同様にハンバントタ市でリスク評価を実施中

である。 

 

成果3「既存廃棄物処分場の現状を把握するために、処分場及び周辺域の汚染状況のモニ

タリングが行われる」 

スリランカの異なる条件（気候・土地利用・人口密度など）にある処分場を選定し、

22の廃棄物処分場における廃棄物調査を実施し、採取した89試料（ルフナ大学10試料、

ペラデニア大学79試料）の埋設廃棄物ごみ質調査、埋設ガス組成分析を行った。低位発

熱量や残渣含有量など15項目を変数としたクラスター分析を行い、相似性・相違性に基

づいた既存廃棄物処分場の分類を試みている。 

2013年6月より、簡易水質分析機器のマニュアルに沿って、中央州及び南部州の廃棄物

処分場での初動環境モニタリングが開始された。 

 

成果4「廃棄物処分場の汚染防止・修復技術が構築される」 

浸出水処理技術に関し、現地で入手可能なバイオマス資源を利用し、浸出水の化学的

酸素要求量（Chemical Oxygen Demand：COD）、生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen 

Demand：BOD）及び鉛やカドミウム等の重金属の除去についての研究を進めた。現在、

懸濁性浮遊固形物質の凝集沈殿手法を開発中である。そのほか、安定池、回分式活性汚

泥法（Sequencing Batch Reactor：SBR）、人工湿地、嫌気性フィルター、PRBが開発中で

ある。中央州にて発見した2種類の天然の膨潤性粘度を利用した低透水性ライナーも開発

中である。 

 

成果5「持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化され

る」 

本成果の活動は、成果1～4の結果による。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下に記載のとおり、スリランカ各都市では廃棄物の適正処理に関して依然として高い

ニーズがあり、国家開発計画においても当該分野が課題として掲げられていることから、

本プロジェクトの妥当性は高い。 

急速な都市化及び人口増加により、一般廃棄物の発生量が増加し、不衛生なオープンダ

ンプ（開放投棄）が地域の社会及び環境問題発生の要因の1つとなっている。この問題を解

決するために、各地方自治体の廃棄物管理システムの強化とともに最終処分場の汚染防止

及び修復を行うための地域に適合した低コスト・低メンテナンス・低環境負荷の持続可能

な技術の開発が必要である。 
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国家開発計画2006～2016年では、廃棄物管理における主な項目として3Rコンセプトの導

入促進及び廃棄物処分場の環境保全を配慮した適正化の必要性が課題として挙げられてい

る。 

中央環境庁（Central Environmental Authority：CEA）が2005年に策定した廃棄物管理技術

指針の内容を勘案し、MoEREは、2007年に策定した「廃棄物管理国家政策」に廃棄物の適

切な管理に必要とする施設の整備を行うことを記載している。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトの有効性は本中間レビューの段階では中程度であるが、提案されている

修正計画どおりに活動が実施されるならば、プロジェクト目標の達成が期待できる。 

1）プロジェクト目標の達成度 

多数の技術が開発中であり、その一部は室内実験スケールで適用性を示唆している。

ただし、技術検証を行うために実施される野外スケール研究については、実施場所と規

模について検討中である。プロジェクト目標達成のためには、早期に野外スケール研究

の規模及びスケジュールを確定し、着手することが必要である。 

2）プロジェクト目標に対する成果の貢献度 

本中間レビュー実施と合わせて、各成果に係る活動計画の修正案が検討された。この

修正により、プロジェクト活動間の関連性がより明確となった。プロジェクト目標の達

成度を測る指標となる「ガイドライン」は、スリランカ側が必要としている将来の廃棄

物処分場の設計、運転及び維持管理における技術仕様と適合しており、成果1～4の結果

を網羅するものとなることから当該活動との因果関係に基づく内容といえる。 

 

（3）効率性 

以下の点により、本プロジェクトの効率性は中程度といえる。 

大学でのストライキ及び供与機材導入の遅れにより、特に成果3のモニタリング活動と成

果4の技術開発に影響を及ぼした。 

一方で、廃棄物処分場に係る設計、運転及び維持管理の技術開発のための研究活動につ

いては、当該科学論文がスリランカ国内及び国際的なジャーナルに掲載され、各種学会の

場で発表されるなど、一定の成果を上げている。 

 

（4）インパクト 

以下の点により、本プロジェクトのインパクトは今後高くなることが見込まれる。 

本プロジェクトの有形的な成果として、ペラデニア大学に環境モニタリングのためのラ

ボが建設され、供与機材が設置された。機材の有効活用の観点から、研究室の適正管理の

ための標準マニュアル作成、認証取得をめざした活動を既に開始しており、地域の拠点研

究室として、他の研究機関との設備の共用についても検討を行っている。 

本プロジェクトの調査結果、開発された技術及び環境モニタリング手法などがスリラン

カ国内外の学術的イベントや国際科学論文誌へ掲載されている。また、本プロジェクトに

て開催されたワークショップより、特に中央州及び南部州の自治体の意思決定者のなかで

は、適切な廃棄物処分場の必要性に係る意識が向上している。 
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（5）持続性 

持続性については、中間レビューの段階では評価できない。以下の点について、今後高

等教育省（Ministry of Higher Education：MoHE）、MoERE、及びMoLGPCなど関連省庁の関

与やペラデニア大学などのプロジェクト実施機関の取り組みが強化されることにより、持

続性が高まることが期待される。 

1）組織及び政策面 

スリランカの廃棄物管理政策は、既存オープンダンピングから衛生埋立処分への適正化

を進めていくという方針に基づく、CEAによる関連政策・戦略の見直しによって、改善さ

れる見込みである。更に、本プロジェクトの成果であるガイドラインを技術基準として廃

棄物処分場における環境影響評価のプロセスに適用することが検討されている。また、

NSWMSCはガイドラインの地方自治体への普及を検討している。 

2）財政面 

本プロジェクトの残り期間及びその後の人員配属及び予算確保を含む研究活動の継続、

科学分析ラボの操業及び維持管理の明確化が必要である。 

3）研究開発面 

廃棄物処分場の設計、運営及び維持管理に係る研究開発活動については、地域の必要性

及び応用可能性を考慮して実施されており、技術面での高い持続性が期待できる。ただし、

今後の技術開発は、野外スケール研究を通じて技術検証がなされる予定であり、現時点で

は開発される技術の応用性が不確実である。また、供与機材の一部については、操作及び

維持管理のために更なる技術支援が必要とされている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

本プロジェクトでは日本人及びスリランカ側研究者間の良好なネットワークが構築され、プ

ロジェクト後半の活動の迅速化に寄与している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

スリランカの国立大学でストライキがたびたび行われ、本プロジェクトの特に成果3及び4に

係る活動実施に影響を及ぼした。 

供与機材の一部（化学薬品及び低放射線源を有する部品）については、不慣れな輸入手続き

に時間を要し、活動の進捗に影響を及ぼした。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトの成果1から4に係る活動はおおむね順調に進んでおり、また日本側及びスリ

ランカ側研究者間の良好なネットワークが構築されたことは、プロジェクト後半の活動の迅速

化に貢献するものと評価できる。 

一部の活動は主に供与機材導入の遅れにより当初計画より遅れているが、修正された活動計

画に基づき、日本・スリランカ国側双方が活動を実施することにより、プロジェクト目標の達

成が期待できる状況である。 
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３－６ 提言 

（1）重要情報の共有の必要性 

本プロジェクトの一部評価指標は2012年3月JCCにて見直されている。ただし、これらの

見直しは、JICA本部等の関係者への事前確認が行われることなくJCCにて承認されている。

プロジェクト目標を計画どおりに達成するために、当事者間の適時及び確実な情報共有

を必要とする。特に、プロジェクト活動や評価指標などの変更は、プロジェクト管理に重

要であるため、活動開始前に関係者の了解を得ておく必要がある。 

（2）機材利用の促進 

本プロジェクト活動の遅れを挽回するために、スリランカ側が納品された機材の操作及

び維持管理を担う技術者の配置を急ぐ必要がある。更に、スリランカ側C/Pが研究活動のた

めの機材利用を独自で本プロジェクト期間中に扱えるように、日本人研究者による集中し

た技術的指導が求められる。 

（3）開発された技術の検証のための野外スケール研究 

成果4の野外スケール実証実験の内容については、現在プロジェクト関係者で構成される

タスクフォースで検討中であることを確認した。以下の点を考慮して早急に内容について

関係者間で合意する必要がある。 

1）本実証実験は成果3、4で検討されたさまざまな技術の検証が効果的に行われ、プロジ

ェクト期間内で実験の成果が得られるものであること。 

2）既に計画されている予算の範囲内に収まる実証実験であること。 

3）実証実験の結果について、プロジェクト期間中の早い段階からスリランカ側関係者へ

の積極的な公開に努めること。 

（4）ガイドラインの明確化及び普及 

プロジェクトの最終成果であるガイドラインの内容については、現時点で目次案を確認

することができなかったが、成果1から4で得られた成果をすべて含むものであることを確

認した。2014年6月までに一次草案の作成が予定されており、一次草案が作成された段階で

速やかにJICA、JST及びガイドラインを活用するスリランカ側関係者に共有され、意見を求

める必要がある。また、プロジェクト後半に向けて、社会実装に向けた活動の強化も求め

られるところであり、ガイドライン作成の段階から、ガイドラインの活動が想定されるス

リランカ側関係者や日本側民間企業に対しても、情報共有を行っていく必要がある。 

（5）プロジェクト導入システムの強化及び持続性確保 

本プロジェクトで整備されている研究・実験体制は、スリランカにおいて先進的なもの

であり、今後他の分野を含む研究・実験体制のレファレンスとして、維持・発展している

ことが求められる。そのためにも、プロジェクト活動中のみならず、プロジェクト終了後

の持続性を確保するために、現時点からスリランカ側による研究実験要員、機材の維持管

理に必要な人員の追加配置、並びに予算の充実化を図る必要があり、MoHEを含む関係行政

機関及びペラデニア大学等の研究機関において、体制強化を求める。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）では商業活動の活発化、生活の

多様化等により廃棄物の排出量が増加し、適切に処分されない廃棄物によって、環境劣化（水質

汚濁、悪臭等）や観光国としてのイメージ低下を招いている。このような廃棄物問題を解決する

ために、スリランカでは「廃棄物管理国家戦略」が2000年に制定され、持続可能な廃棄物管理を

めざした取り組みが始まった。2006年に全国廃棄物管理支援センター（National Solid Waste 

Management Support Center：NSWMSC）が設置され、2007年に「廃棄物管理国家政策」が制定され、

2008年には自治体が実施する廃棄物管理事業へ総額約57億ルピー（約46億円）の無償資金を供与

する環境再生可能エネルギー省（Ministry of Environment and Renewable Energy：MoERE）によるピ

リサルプログラムが開始された。 

これら廃棄物管理の改善の取り組みを支援するために、JICAは、2002～2003年に技術協力（開

発調査）「地方都市環境衛生改善計画調査」を実施し、中央政府による地方自治体支援の仕組みを

構築することを提言した。この提言によって、上述したNSWMSCの設置を促し、2007年にNSWMSC

の能力向上のための技術協力プロジェクトを開始した。このNSWMSCは、主に廃棄物管理事業に

関する運営体制行政サービスの向上、廃棄物処分場整備計画等に対する支援を地方自治体に行っ

ているが、処分場の環境改善に係る技術的方策は開発しておらず、現地で適用可能な低コスト・

低メンテナンス・低環境負荷の修復技術の研究開発・導入が強く求められている。 

一方、スリランカの大学や大学院を卒業し研究職に就いた研究者は、資機材や資金の不足によ

り、国外に移住し、研究を続けるケースが多い。よって、スリランカの研究機関は、複数の研究

機関との連携による国際共同研究を通じて、研究者自身の研究開発能力の向上を図るとともに、

研究者を引きつけるような国際的な研究開発環境の整備も強く望んでいる。 

このような背景から、ペラデニア大学（UOP）を中心とした研究グループより、スリランカの

廃棄物処分場における地域特性を生かした汚染防止と修復技術の構築及び持続可能な廃棄物処分

場計画・維持管理ガイドラインの作成に係る研究が要請された。これを受けJICAは2010年10月に

詳細計画策定調査を実施し、2011年2月28日に技術協力プロジェクトの討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）を締結した。本プロジェクトは、ペラデニア大学を主なカウンターパート

（Counterpart：C/P）機関として、2011年4月～2016年3月までの5年間の予定で実施されており、1

名の長期専門家と、計20名の短期専門家（研究代表機関：埼玉大学）を派遣してきた。 

 

１－２ 調査の目的 

（1）プロジェクトのマスタープラン（Master Plan：M/P）及び活動計画（Plan of Operations：PO）

に基づき、投入実績、活動内容、計画達成度を調査・確認してプロジェクトの実績の検証を

行った。 

（2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からレビューを行った。 

（3）評価に基づき、今後プロジェクトの方向性・活動方針等について提言を行った。 
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１－３ 調査団の構成 

日本側 

 担当分野 氏 名 所 属 派遣期間 

1 総括 村瀬 憲昭 
JICA 地球環境部 

環境管理第一課 企画役 
12月15日～21日

2 協力企画 前島 幸司 
JICA 地球環境部 

環境管理第一課 副調査役 
12月15日～21日

3 評価分析 羽地 朝新 
㈱日本開発サービス 

調査部 主任研究員 
12月 8日～21日

4 科学技術評価総括 井上 孝太郎
独立行政法人科学技術振興機構（JST）

上席フェロー 
12月15日～21日

5 科学技術評価企画 髙木 麻里 
JST地球規模課題国際協力室 

調査員 
12月 8日～21日

 

スリランカ側 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 評価者 Mr. G. M. R. D. Aponsu 高等教育省 計画課長 

2 評価者 Dr. K. Ajith I. Da Silva 環境再生可能エネルギー省 政策計画課長 

3 オブザーバー Mr. R. P. Jayasinghe 全国廃棄物管理支援センター センター長 

 

１－４ 調査期間 

現地調査は、2013年12月8日から12月21日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

 月 日 村瀬、前島 井上 羽地、髙木 

1 12/8（Sun） 成田13：20→コロンボ19：45（UL455） 

2 12/9（Mon） 
合同評価者（MoHE）打合せ、インタビュ

ー調査①（CEA、NSWMSC） 

3 12/10（Tue） 

コロンボ→ゴール 

インタビュー調査②（UOR） 

UORラボ視察 

4 12/11（Wed） 
ハンバントタ処分場視察、インタビュー調

査③ 

5 12/12（Thu） 
ゴール→キャンディ 

インタビュー調査④（UOP） UOPラボ視察

6 12/13（Fri） 
インタビュー調査⑤（UOP、IFS）、IFSラボ

視察 

7 12/14（Sat） 

 

報告書作成① 

8 12/15（Sun） 

成田13：20→ 

コロンボ19：45

（UL455） 

インド18：40→

コロンボ22：15

（UL196） 

報告書作成② 

9 12/16（Mon） 
コロンボ→キャンディ、団内打

合せ 
報告書作成③、団内打合せ 
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10 12/17（Tue） 
AM：学長表敬、 

PM：UOP・IFSラボ・ガンポラ処分場視察 

11 12/18（Wed） 
AM：PD表敬、UOPとの協議 

PM：キャンディ→コロンボ 

12 12/19（Thu） 
AM：Joint Evaluation Committee（MoHE、CEA、NSWMSC） 

PM：MoHE次官との協議、JICAスリランカ事務所報告、報告書修正作業 

13 12/20（Fri） 
AM：JCC（Renuka Hotelにて）、JECのM/M署名 

PM：在スリランカ日本大使館報告、コロンボ23:59→ 

14 12/21（Sat） →成田11:50（UL454） 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

プロジェクト名 （科学技術）廃棄物処分場における地域特性を活かした汚染防止と修復技

術の構築 

国名 スリランカ民主社会主義共和国 

協力期間 2011年4月～2016年3月（5年間） 

相手側実施機関 ペラデニア大学（University of Peradeniya：UOP）、ルフナ大学（University of 

Ruhuna：UOR）、キャンディ基礎研究所（Institute of Fundamental Studies：

IFS）、全国廃棄物管理支援センター（NSWMSC）、中央環境庁（Central 

Environmental Authority：CEA） 

日本側協力機関 埼玉大学、埼玉県環境科学国際センター、産業技術総合研究所、早稲田大学

対象地域 キャンディ、ガンポラ、ハンバントタ 

他の関連協力 開発調査「地方都市環境衛生改善計画調査」（2002年～2003年） 

技術協力プロジェクト「全国廃棄物管理支援センター能力向上プロジェク

ト」（2007年～2011年） 

プロジェクト目標 スリランカの持続可能な廃棄物管理に貢献することをめざした、廃棄物処

分場における汚染防止及び修復に関する技術の研究開発能力が強化され

る。 

成果 1. スリランカに適応できる廃棄物処分場計画・維持管理ガイドラインのコ

ンセプトが明確にされる。 

2. 新規廃棄物処分場の適地選定手法が定められる。 

3. 既存廃棄物処分場の現状を把握するために、処分場及び周辺域の汚染状

況のモニタリングが行われる。 

4. 廃棄物処分場の汚染防止・修復技術が構築される。 

5. 持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが最

終化される。 

 



 

－4－ 

第２章 中間レビューの方法 
 

２－１ 調査方法と評価基準 

本調査は、2013年3月28日に開催された合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で

承認されたM/P（ver.2）及びPO（ver.3）に基づき、以下項目に沿って評価を行った。なお、本中

間レビュー実施と合わせて、プロジェクト目標や各成果に係る指標、活動計画等の修正案が検討

され、2013年12月20日に開催されたJCCにて変更案の合意がなされている。 

（1）プロジェクトの達成度 

投入実績、プロジェクトの成果及び目標の達成度の確認。M/Pの評価指標に基づいてプロジ

ェクト成果の達成度の確認。 

 

（2）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスに係り、最新POのスケジュールとの比較、プロジェクト管理の

適切性、及びプロジェクト実施における正・負の要因にかんがみる評価。 

 

（3）評価基準 

以下DAC 5項目評価基準の適用。 

1）妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標）が、受益者のニーズに合致してい

るか、問題や課題の解決策として適切か、相手国側と日本側の政策との整合性はあるか、プ

ロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODAで実施する必要があるかなと

いった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

2）有効性（effectiveness） 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか

（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

3）効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（ある

いはされるか）を問う視点。 

4）インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

5）持続性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を問う視点。 

 

２－２ データ収集 

本評価に係るデータ及び情報の収集は以下のとおり実施した。 

（1）関連情報のレビュー 

本プロジェクトの状況を把握するために以下資料を参考とした。 

①2011年2月28日署名本技術協力プロジェクトの討議議事録（R/D） 
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②JCC議事録（2012年3月21日開催JCC、2013年3月28日開催JCC） 

③本中間レビューまでにプロジェクトチームより作成されたレポート集 

 

（2）プロジェクト関係者へのインタビュー 

本プロジェクトのスリランカ側C/P、日本人専門家及び本プロジェクトに関与したスリラン

カ側省庁職員へのインタビュー調査を実施した。表－１に主なインタビュー調査対象者を示

す。 

 

表－１ 主なインタビュー調査対象者 

氏 名 組 織 肩 書 

田中 規夫 埼玉大学大学院工学研究科 教授/日本側研究代表者 

川本 健 埼玉大学大学院工学研究科 教授/主研究取組者/成果4リーダー 

飯島 聰 埼玉大学国際本部国際開発教育研究センター 教授/成果1担当者 

長森 正尚 埼玉県環境科学国際センター 資源循環・廃棄物担当主任研究員/成

果3リーダー 

松岡 俊二 早稲田大学アジア太平洋研究科 教授/成果1リーダー 

張 銘 産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門地

圏環境リスク研究グループ 

グループ長/成果2リーダー 

Dr. Sunil Jayantha 

Nawaratne 

スリランカ政府高等教育省 Secretary 

Mr. G.M.R.D. Aponsu スリランカ政府高等教育省 

Directorate of Planning 

Director 

中間レビュー調査員 

Task Force Meeting member 

Mr. K. Ajith I. Da Silva スリランカ政府環境再生可能エネルギー省 

Directorate of Policy and Planning 

Director 

中間レビュー調査員 

Dr. R. M. S. K. Ratnayake スリランカ政府中央環境庁 

Directorate of Environment Pollution Control 

Director 

Task Force Meeting member 

Dr. S. M. S. Samarakoon スリランカ政府中央環境庁 

Directorate of Laboratory Services 

Deputy Director 

Mr. R.P. Jayasinghe スリランカ政府全国廃棄物管理支援センター Director 

中間レビューオブザーバー 

Task Force Meeting member 

Dr. Atula Senaratne ペラデニア大学 Vice-Chancellor 

Dr. Rajapaksha K. 

Leelananda 

ペラデニア大学 

Faculty of Engineering 

Dean 

Project Director 

Dr. Gemunu Herath ペラデニア大学 

Faculty of Engineering 

Senior Lecturer （ Environmental 

Engineering） 

Project Manager 

Dr. M. I. M. Mowjood ペラデニア大学 

Faculty of Agriculture 

Department of Agricultural Engineering 

Senior Lecturer （ Environmental 

Engineering） 

Dr. Chandana 

Kurukulasuriya 

ペラデニア大学 

Faculty of Engineering 

Department of Civil Engineering 

Senior Lecturer 

Dr. C. S. Kalpage ペラデニア大学 

Department of Chemical & Process Engineering

Senior Lecturer 

Dr. Shameen Jinadasa ペラデニア大学 

Faculty of Engineering 

Senior Lecturer 

Dr. Gamini Senanayake ルフナ大学 Vice Chancellor 
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氏 名 組 織 肩 書 

Dr. A. M. N. Alagiyawanna ルフナ大学 Deputy Vice Chancellor 

Dr. P. D. Chandana Perera ルフナ大学 

Faculty of Engineering 

Dean 

Dr. Harsha Sooriyaarachchi ルフナ大学 

Faculty of Engineering 

Department of Civil and Environmental 

Engineering 

Senior Lecturer 

Dr. N. H. Priyankara ルフナ大学 

Faculty of Engineering 

Department of Civil and Environmental 

Engineering 

Senior Lecturer 

Dr. W. K. C. N. Dayanthi ルフナ大学 

Faculty of Engineering 

Senior Lecturer 

Dr. C. B. Dissanayake キャンディ基礎研究所 Director 

Dr. Meththika Vithanage キャンディ基礎研究所 

Chemical & Environmental Systems 

Modeling Research Group 

Research Fellow/Group Leader 

Mr. Eraj Ravindra Fernando ハンバントタ市役所 市長 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 

３－１ 投入実績 

本プロジェクトの中間レビュー時点での投入実績を確認した。 

（1）日本側投入実績 

日本側の投入は以下のとおり。 

1）専門家派遣 

廃棄物管理技術に係る汚染防止技術、修復技術、環境モニタリング技術、社会経済学等

の分野の専門家を派遣した（平成24年度までの実績約27.2人/月）。詳細については表－２参

照。 

 

表－２ 専門家派遣 

実績H24年度まで
氏 名 所 属 役職（身分） 研究参加期間 担当 

国内 現地 合計

田中 規夫 埼玉大学 教授 H22年6月～ 成果4、5 16 13 29

川本 健 埼玉大学 准教授 H22年6月～ 成果4、5 42 35 77

小松 登志子 埼玉大学 教授 H22年6月～ 成果4 0 5 5 

八木澤 順治 埼玉大学 助教 H22年10月～ 成果4 5 10 15

浅本 晋吾 埼玉大学 助教 
H22年 10月～

H25年9月 
成果4 5 10 15

濱本 昌一郎 埼玉大学 助教 H22年10月～ 成果4 5 0 5 

飯島 聰 埼玉大学 教授 H22年6月～ 成果1、5 27 34 61

宮尾 百合子 埼玉大学 教授 H23年4月～ 成果1 0 0 0 

小出 隆広 埼玉大学 
産学官連携 

研究員 
H23年6月～ 成果3、4 53 225 278

佐藤 弘泰 東京大学 准教授 H24年１月～ 成果4 0 0 0 

    

長森 正尚 埼玉県環境科学国際センター 専門研究員 H22年6月～ 成果3、5 29 23 52

渡辺 洋一 埼玉県環境科学国際センター 担当部長 H22年6月～ 成果3 19 0 19

磯部 友護 埼玉県環境科学国際センター 主任 H22年6月～ 成果3 19 18 37

    

駒井 武 産業技術総合研究所 部門長 
H22 年 6 月 ～

H25年3月 
成果2 15 0 15

張 銘 産業技術総合研究所 研究グループ長 H22年6月～ 成果2、5 13 10 23

坂本 靖英 産業技術総合研究所 主任研究員 H22年10月～ 成果2 15 10 25

原 淳子 産業技術総合研究所 主任研究員 H24年4月～ 成果2 0 0 0 

渡邊 真理子 産業技術総合研究所 研究補助員 
H23 年 8 月 ～

H25年3月 
成果2 0 0 0 

    

松岡 俊二 早稲田大学 教授 H22年6月～ 成果1、5 20 13 33

李 洸昊 早稲田大学 D2 H23年4月～ 成果1 13 114 127

 

2）本邦研修 

4回に及ぶ本邦研修により11名のスリランカ側C/Pの研修を実施した（詳細については表

－３参照）。 
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表－３ 本邦研修 

研修期間 研修内容 主な訪問先 研修員 所属機関 役 職 

G. B. B. Herath ペラデニア大学 Senior Lecturer

C. S. Kalpage ペラデニア大学 Senior Lecturer

A. M. N 

Alagiyawanna 
ルフナ大学 Senior Lecturer

2011年11月2日 

～22日 

（21日間） 

研究打合せ・セ

ミナー参加・廃

棄物管理関連施

設見学・機器操

作受講 

埼玉大学、早稲田大

学、埼玉県環境科学国

際センター、産業技術

総合研究所、環境整備

センター、廃棄物処理

場 L. Mangalika 
全国廃棄物管理 

支援センター 
Director 

2012年9月9日 

～22日 

（14日間） 

研究打合せ・セ

ミナー参加・廃

棄物管理関連施

設見学・機器操

作受講 

埼玉大学、早稲田大

学、埼玉県環境科学国

際センター、産業技術

総合研究所、環境整備

センター、廃棄物処理

場 

S. Ratnayake 中央環境庁 
Director EPC 

unit 

G. B. B. Herath ペラデニア大学 Senior Lecturer

M. I. M. Mowjood ペラデニア大学 Senior Lecturer

K. B. S. N. 

Jinadeasa 
ペラデニア大学 Senior Lecturer

W. K. C. N. 

Dayanthi 
ルフナ大学 Senior Lecturer

N. H. Priyankara ルフナ大学 Senior Lecturer

2012年11月7日 

～24日 

（18日間） 

研究打合せ・セ

ミナー参加・廃

棄物管理関連施

設見学・機器操

作受講 

埼玉大学、早稲田大

学、埼玉県環境科学国

際センター、産業技術

総合研究所、環境整備

センター、廃棄物処理

場 
L. C. 

Kurukulasuriya 
ペラデニア大学 Senior Lecturer

G. B. B. Herath ペラデニア大学 Senior Lecturer

C. S. Kalpage ペラデニア大学 Senior Lecturer

K. B. S. N. Jinadasa ペラデニア大学 Senior Lecturer

Malika Pinnawela ペラデニア大学 Senior Lecturer

S. Ratyanake 中央環境庁 Director 

2013年1月8日 

～19日 

（12日間） 

研究打合せ・セ

ミナー参加・廃

棄物管理関連施

設見学・機器操

作受講 

埼玉大学、早稲田大

学、埼玉県環境科学国

際センター、産業技術

総合研究所、環境整備

センター、廃棄物処理

場 W. K. C. N. 

Dayanthi 
ルフナ大学 Senior Lecturer

 

3）資機材供与 

約1.47億円の日本調達資機材、約4.1百万LKR（約3.4百万円）の現地調達資機材が提供さ

れた（表－４に主な供与資機材の状況を示す）。 

 

表－４ 資機材供与 

資機材 使用機関 現 状 用 途 

廃棄物処理場環境分析・環境影響評価システム 

携帯GPR/TEM電気探査機

（Geophex GEM-2） 
ペラデニア大学 1式良好 

プロジェクトで調査対象とする既存最

終処分場の内部構造を調査（成果3） 

気象観測装置＋データロガ

（FieldMini） 

ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 

プロジェクトで調査対象とする既存最

終処分場の気象を観測（成果3） 

原子吸光光度計＋ランプ

（AA-6200） 
ペラデニア大学 1式良好 

モニタリングで得られた既存最終処分

場周辺の地下水・河川水や、水処理実験

で得られたサンプル内の陽イオン及び

金属濃度を測定（成果3、4） 

恒温振とう機（AT-12R） ペラデニア大学 1式良好 
室内実験室にて多用途の研究活動に活

用（成果3、4） 
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資機材 使用機関 現 状 用 途 

携帯UV-Vis分光光度計

（UVMini-1240） 
ルフナ大学 1式良好 

モニタリングで得られた既存最終処分

場周辺の地下水・河川水や、水処理実験

で得られたサンプル内のアンモニウム

濃度等を測定（成果3、4） 

UV-Vis分光光度計（UV-2700） ペラデニア大学 1式良好 

モニタリングで得られた既存最終処分

場周辺の地下水・河川水や、水処理実験

で得られたサンプル内のアンモニウム

濃度等を測定（成果3、4） 

CN分析器（FLASH2000） ペラデニア大学 1式良好 
既存最終処分場における埋設ごみ・地盤

試料の炭素・窒素含有率を測定（成果3）

遠心分離機（SUPREMA21） ペラデニア大学 1式良好 
室内実験室にて多用途の研究活動に活

用（成果3、4） 

蒸留水製造装置（WG250） ペラデニア大学 1式良好 
室内実験室にて多用途の研究活動に活

用（成果3、4） 

マッフル炉（FO310） ペラデニア大学 1式良好 
既存最終処分場における埋設ごみ試料

の強熱減量を測定（成果3） 

自動滴定装置（AT-610-ST） 
ペラデニア大学、キャ

ンディ基礎研究所 
2式良好 

室内実験室にて多用途の研究活動に活

用（成果3、4） 

ドラフトチャンバー

（CBK-Sc15-FH） 
ペラデニア大学 1式良好 

室内実験室にて多用途の研究活動に活

用（成果3、4） 

連続電力供給装置（UPS）

（USF-2321） 

ペラデニア大学、ルフ

ナ大学、キャンディ基

礎研究所 

3式良好 
室内実験室にて多用途の研究活動に活

用（成果3、4） 

マイクロウェーブ分解装置

（Multiwave3000） 
ペラデニア大学 1式良好 

既存最終処分場における埋設ごみ・地盤

試料の含有重金属量等の測定（成果3）

TOC・TN計（TOC-LCSH） ペラデニア大学 1式良好 

モニタリングで得られた既存最終処分

場周辺の地下水・河川水や、水処理実験

で得られたサンプル内の炭素・窒素濃度

を測定（成果3、4） 

液体クロマトグラフ（LC-20A） 
ペラデニア大学、キャ

ンディ基礎研究所 
2式良好 

モニタリングで得られた既存最終処分

場周辺の地下水・河川水や、水処理実験

で得られたサンプル内の陰イオン濃度

を測定（成果3、4） 

高速液体クロマトグラフ

（LC-20A） 
ペラデニア大学 1式良好 

既存最終処分場における埋設ごみ試料

の有機リン系農薬等の測定（成果3） 

ガスクロマトグラフ

（GC-2014ATF） 
ペラデニア大学 1式良好 

モニタリングで得られた既存最終処分

場内部のガス組成を測定（成果3） 

ガスクロマトグラフ質量分析計

（GCMS-QP2010Ultra） 

キャンディ基礎研究

所 
1式良好 

既存最終処分場における内部保有水及

び埋立ガス試料の揮発性有機化合物等

の測定（成果3、4） 

廃棄物処分場地盤強度計測・地盤安定解析システム 

高性能三軸圧縮試験装置

（SG2008） 

ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 

廃棄物処分場埋設廃棄物及び地盤材料

の変形・強度試験：圧密応力と非排水三

軸圧縮強さの関係、粘着力・内部摩擦角

のひずみ依存性を検討（成果3、4） 

高性能一面せん断試験装置

（SG20081） 

ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 

廃棄物処分場埋設廃棄物及び地盤材料

の変形・強度試験：垂直応力と定圧せん

断強さの関係、せん断抵抗角を検討 

（成果3、4） 
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資機材 使用機関 現 状 用 途 

その他 

地盤解析ソフトウェア（PLAXIS） 
ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 

廃棄物処分場の地盤安定解析・沈下予測

（成果4） 

水文学モデル用ソフトウェア

（Arc GIS） 

ペラデニア大学、ルフ

ナ大学、キャンディ基

礎研究所 

3式良好 

廃棄物処分場適地選定に関する環境ハ

ザードマップ作成のためのGIS解析 

（成果3、4） 

プロジェクター ペラデニア大学 1式良好 成果 1、2、3、4 

デスクトップコンピューター 
ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 成果2、3、4 

カラープリンター 
ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 成果1、2、3、4 

デジタルカメラ 
ペラデニア大学、ルフ

ナ大学 
2式良好 成果3、4 

ノートブックコンピューター 
ペラデニア大学 （2）、

ルフナ大学 
3式良好 

野外調査用データ収集、数値解析 

（成果2、3、4） 

 

（2）スリランカ側投入実績 

スリランカ側の投入は以下のとおり。 

1）C/P配属 

合計31名のC/Pが配属されている。更に、40名以上のペラデニア大学及びルフナ大の大学

生（含む博士・修士課程の大学院生）が本プロジェクトの研究補助員として参画している。 

2）施設及び資機材の提供 

ペラデニア大学及びルフナ大学の施設内に日本人専門家のための執務室及び実験室と実

験用の資機材が提供されている。 

更に、ペラデニア大学では化学分析用の供与資機材の設置のための新棟を整備した。 

一方、環境モニタリング用の現場（処分場）が中央州のウダパラタ地区と南部州のハン

バントタ市で提供されている。 

また、IFSは成果3に係る化学分析機材と分析用試薬を提供した。 

3）中間レビューまでの負担金額 

本プロジェクト活動に係るスリランカ側の負担金額の総額は計上されていないが、中間

レビュー時点で把握されている費目分として、ペラデニア大学側は約1億LKR（約8千350万

円）、ルフナ大学側は約8百万LKR（約6.7百万円）、IFSは資機材運用費を約15万LKR（約12.5

万円）負担している。 
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３－２ プロジェクトの進捗状況と達成度 

本中間レビュー時のプロジェクトの進捗状況と達成度は以下のとおりである。 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

指標：「処分場での計画・維持管理ガイドライン（2016年版）が地方自治・州議会省（Ministry 

of Local Government and Public Councils：MoLGPC）と環境再生可能エネルギー省（MoERE）

に提案される」。 

ガイドライン3の暫定的な内容・項目を2014年6月までに策定、その最終化はプロジェクト

終了時までに行うことが予定されている。中間レビュー時点では、スリランカ側C/P及び日

本側専門家チームは同ガイドラインの内容として成果1～4の結果を含むことに合意した。

具体的には、社会経済的要素、廃棄物処分場の適地選定のためのハザードマップ作成手法、

汚染状況モニタリング手法、浸出水処理技術、遮水ライナー技術、安全な廃棄物積み上げ

層厚及びその傾斜角の決定、処分場キャッピング技術や反応性浸透壁（Permeable Reactive 

Barrier：PRB）技術など、本プロジェクトで開発される廃棄物処分場における持続可能な計

画・管理及び汚染防止策に係る技術仕様を網羅することとした。 

 

（2）成果の達成度 

1）成果1「スリランカに適応できる廃棄物処分場計画・維持管理ガイドラインのコンセプト

が明確にされる」 

地方自治体の廃棄物管理システムの社会・経済的能力を適切に評価するために必要な調

査項目が確立され、調査シートが作成された。さらに、廃棄物の発生量・質を把握するた

めの調査マニュアルが作成された。これらを用いて、中央州と南部州の地方自治体を対象

として地方財政調査、廃棄物排出ごみ量ごみ質調査（Waste Amount And Composition 

Surveys：WACS）、環境ビジネス調査を実施した。 

各活動の進捗状況は以下のとおりである。 

活動1-1「スリランカにおける廃棄物管理事業及び廃棄物政策をレビューし、改善すべき課題を把握

する」 

・廃棄物管理に係る政策の調査が実施されその結果を“Asian Pacific Landfill Symposium 2012”にて

発表した。 

・中央州全自治体の廃棄物管理に係るベースライン調査を実施し、その報告書案を2014年1月に完成

する予定である。 

・全国を対象とした環境ビジネス調査を実施し、その報告書案を2014年1月に完成する予定である。

活動1-2「ガンポラ町及びハンバントタ市の廃棄物管理に関する組織、人員体制、予算規模、技術力

に関する調査を実施する」 

・中央州の9自治体及び南部州の9自治体を対象に廃棄物管理に係る財政調査を実施した。その報告

書案は2014年3月に完成する予定である。 

・WACSを中央州の3自治体（キャンディ市、ガンポラ町、ウダパラタ村）を対象に実施した。その

報告書案を2014年1月に完成する予定である。同様にWACSを南部州のゴール市にて完了し、2013

年度中にハンバントタ市で行う予定である。 

                                                        
3 2013年12月20日のJCCにて改訂されたマスタープランでは、スリランカでこれまで数多く策定されている「ガイドライン」（主

に一般的な記述にとどまる）とは呼び方を変え、詳細な技術情報も含めた網羅的な「ガイド」の作成を行うこととしている。

ただし、本報告書では名称変更前の「ガイドライン」として表記を統一していることに留意。 
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・2013年度中に中央州の3自治体（キャンディ市、ガンポラ町、ウダパラタ村）にて住民意識調査を

実施する予定である。 

・本活動は「中央州及び南部州の廃棄物管理に関する組織、人員体制、予算規模、技術力に関する

調査を実施する」へ変更するよう提案されている。 

活動1-3「1-1及び1-2の結果を踏まえ、策定するガイドラインで網羅する項目と内容を明確にする」

・本活動は「成果1～4の結果を踏まえ、策定するガイドラインで網羅する項目と内容を明確にする」

として成果5の活動として変更することが提案されている。ガイドラインの暫定的な内容・項目を

2014年の6月までに策定し、2014年12月までに確定する予定である。 

活動1-4「スリランカ廃棄物関係者を対象としたワークショップを開催し、1-3に対する意見を聴取し、

ガイドラインの項目に反映させる」 

・廃棄物処分場の計画、管理及び維持に係るガイドラインの概念及び内容における情報を入手する

ために、NSWMSC及びCEAの代表者、中央州及び南部州の地方知事、自治体の廃棄物管理マネジ

ャーやスタッフを対象にヒアリング及び意見交換を実施した。 

・所轄区域の廃棄物管理に係る意見及びその改善の可能性について協議を行うために、中央州の自

治体（キャンディ市、ガンポラ町、ウダパラタ村）及び住民の代表者を対象にコミュニティ・レ

ベルのワークショップを実施した。 

・調査結果はルフナ大学主催“ International Symposium on Advances in Civil and Environmental 

Engineering Practices for Sustainable Development（ACEPS：2012年3月、2013年9月）”、キャンディ市開

催“International Conference on Sustainable Built Environment（ICSBE：2012年12月）”及び“Conference 

on Sri Lanka- Japan Collaborative Research（2013年3月）”にて発表された。 

 

2）成果2「新規廃棄物処分場の適地選定手法が定められる」 

廃棄物処分場の適地選定に係る初期的分析を実施するために、中央州及び南部州の地形、

地質、土地利用等の関連データを収集・整理した。地理情報システム（Geographic Information 

System：GIS）分析及び環境リスク評価の結果より中央州の廃棄物処分場の選定に関連する

ハザードマップを作成した。 

GISマップは入手可能なGISデータによって作成された。GISデータのほかに、リスク評価

に重要なデータも収集した。GISデータとリスク評価を統合し、キャンディ市のリスク（ハ

ザード）マップを作成した。同ハザードマップは廃棄物処分場の適地選定基準を適用する

ことにより改善される予定である。同様にハンバントタ市でリスク評価を実施中である。 

各活動の進捗状況は以下のとおりである。 

活動2-1「新規廃棄物処分場候補地選定のための技術的条件を見出す」 

・廃棄物処分場の適地選定のためのGIS分析のために、入手可能な地形（標高及び傾斜度）、地表水

域（河川及び貯水施設）、道路及び鉄道を含む土地利用、及び気象データや地盤の透水係数等の自

然環境条件を収集・整理した。 

・現場測量及び外挿手法の統合による中央州での原位置透水係数試験データを基に土壌の透水性分

布図を作成した。地形、建物配置、土地利用、降水量等によるGISマップを作成し、その上に文献

調査から得られたリスク度数による再区分評価を実施した。 

・廃棄物処分場の適地選定のための技術的ハザード指数を確定した。典型的なハザード指数、ハザ

ード区分、リスクの発生確率、リスク度数、脆弱性を提言し、リスク評価に適用した。 

活動2-2「新規廃棄物処分場候補地選定のための社会・経済的条件を見出す」 

・本活動は成果1の活動へ含むことが提案されている。 

・質問票やその他の手法より人口密度、都市部の建物配置などの社会経済的データを収集した。 

活動2-3「ガンポラ町及びハンバントタ市を対象に、2-1及び2-2で見出したデータを収集する」 
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・本活動は活動2-1へ統合することが提案されている。 

・ハザードマップを作成する目的により2地区の基礎データを収集した。本データに基づき緩衝地帯

のリスク度数を導き検証された。これらにより、キャンディ市全土のハザードマップを作成した。

活動2-4「2-3のデータを総合的に分析し、適地選定のための総合的評価手法を構築する」 

・本活動は「2-1のデータを総合的に分析し、技術的手法に基づいて適地選定のためのハザードマッ

プを作成する」と変更することが提案されている。 

・7名のC/P研究者を対象に、GISソフトウェアArcGIS及び産業技術総合研究所にて開発された地質環

境リスク評価システム（Geo-Environmental Risk Assessment System：GERAS）の基礎的コースの第

1回研修を2012年11月に実施した。第2回目の中級コース研修を2014年1月に予定している。 

・CEAの技術ガイドラインを適用し、中央州及び南部州の暫定的ハザードマップを作成した。社会

経済的条件等を考察した新基準を統合し同ハザードマップの改善を試みている。 

・2013年12月完了を予定し、ハザードマップ作成のために中央州のキャンディ及びウダパラタ地区

を対象にGIS分析を行っている。その後の修正よりハザードマップを2014年2月に完成する予定で

ある。2014年9月完成を予定とし、同様に南部州ハンバントタ地区でハザードマップの作成を計画

中である。 

活動2-5「2-4を基に、新規処分場の選定手順書を準備する」 

・本活動は「2-1のデータを総合的に分析し、技術的手法に基づいて適地選定のためのハザードマッ

プを作成する」と変更することが提案されている。 

・本活動の成果、新規処分場の適地選定ガイドは、2014年9月に完成する予定である。 

活動2-6「調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、学会

での発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して調査・

研究結果を広める」 

・キャンディ市開催“International Conference on Sustainable Built Environment（ICSBE：2012年12月）”、

ルフナ大学主催“International Symposium on Advances in Civil and Environmental Engineering Practices 

for Sustainable Development（ACEPS：2013年9月）”にて本活動の成果を発表した。 

 

3）成果3「既存廃棄物処分場の現状を把握するために、処分場及び周辺域の汚染状況のモニ

タリングが行われる」 

スリランカの異なる条件（気候・土地利用・人口密度など）にある処分場を選定し、22

の廃棄物処分場における廃棄物調査を実施し、採取した89試料（ルフナ大学10試料、ペラ

デニア大学79試料）の埋設廃棄物ごみ質調査、埋設ガス組成分析を行った。低位発熱量や

残渣含有量など15項目を変数としたクラスター分析を行い、相似性・相違性に基づいた既

存廃棄物処分場の分類を試みている。 

2013年6月より、簡易水質分析機器のマニュアルに沿って、中央州及び南部州の廃棄物処

分場での初動環境モニタリングが開始された。 

各活動の進捗状況は以下のとおりである。 

活動3-1「モニタリング計画作成に必要な基本情報を収集、整理する」 

・観測井設置計画のために中央州及び南部州での廃棄物の搬入状況、及び廃棄物処分場での現場踏

査と電磁探査を実施した。 

活動3-2「予備的な試料分析や解析を行い、モニタリングに必要な活動（試料採取・分析等）を選定

する」 

・廃棄物組成調査手法（プロトコール）を確立・適用している。 

・スリランカの22の廃棄物処分場の情報に基づき廃棄物におけるクラスター分析と埋設ガス組成分

析を実施した。 
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活動3-3「3-2に基づき、モニタリング計画（調査地点、調査頻度、調査項目、機材、人員体制等）を

作成する」 

・計画どおり、観測井を設置した（ウダパラタ地区に地下水モニタリング用8孔及びガスモニタリン

グ用5孔、ハンバントタ地区に地下水モニタリング用1孔、ガスモニタリング用2孔）。 

・地下水位、簡易水質、及び埋設ガス組成の初動モニタリング計画を作成した。 

・気象観測データ、地下水位、及び詳細水質・ガス組成の本格環境モニタリング計画を作成中であ

る。 

活動3-4「QAQC（品質保証・品質管理）が実施される」 

・品質保証・品質管理（Quality Assurance and Quality Control：QAQC）の項目が検討されており（2014

年3月に確定）、QAQCを2014年度に実施する予定である。 

活動3-5「3-3の計画に沿って、現地計測システムの構築、ラボラトリの整備、スタッフの能力強化を

行い、モニタリング実施手順をマニュアル化する」 

・ペラデニア大学にてラボラトリの建設が完了し、分析機材の設置が実施されている。 

・廃棄物処分場初動環境モニタリングマニュアルが完成した。 

活動3-6「3-5でマニュアル化された実施手順に基づき、ガンポラ処分場及びハンバントタ処分場、並

びにそれら周辺域における汚染状況のモニタリングを行う」 

・2013年6月～8月の期間に地下水の挙動、簡易水質、及びガス組成の初期モニタリングが月2回の頻

度で実施された。2013年9月から2014年6月まで月1回の頻度で継続モニタリングする予定である。

活動3-7「モニタリング結果を整理・分析し、廃棄物処分場からの汚染物質の移動予測及び暴露評価

を行う」 

・地下水位、水質、及びガス組成の季節変動に係る研究、汚染の移動予測及び暴露評価を実施する

予定である。 

活動3-8「調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、学会

での発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して調査・

研究結果を広める」 

・キャンディ市開催“International Conference on Sustainable Built Environment（ICSBE：2012年12月）”、

ルフナ大学主催“International Symposium on Advances in Civil and Environmental Engineering Practices 

for Sustainable Development（ACEPS：2013年9月）”、インドネシア国バリ開催“7th Asian Pacific Landfill 

Symposium”及びイタリア国サルディニア開催“14th International Waste Management And Landfill 

Symposium”にて本活動の成果を発表した。 

 

4）成果4「廃棄物処分場の汚染防止・修復技術が構築される」 

浸出水処理技術に関し、現地で入手可能なバイオマス資源を利用し、浸出水の化学的酸

素要求量（Chemical Oxygen Demand：COD）、生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen 

Demand：BOD）及び鉛やカドミウム等の重金属の除去についての研究を進めた。現在、懸

濁性浮遊固形物質の凝集沈殿手法を開発中である。そのほか、安定池、回分式活性汚泥法

（Sequencing Batch Reactor：SBR）、人工湿地、嫌気性フィルター、PRBが開発中である。 

中央州にて発見した2種類の天然の膨潤性粘度を利用した低透水性ライナーも開発中で

ある。 

各活動の進捗状況は以下のとおりである。 

活動4-1「1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

浸出水処理材料等の検討を行い、適用・導入可能な浸出水処理技術を構築する」 

・スリランカの22の廃棄物処分場で採取した試料の水質分析を実施した。 

・硫酸銅を凝集剤として用いた研究を行い、COD値、色度、濁度の削減が可能な凝集沈降法が開発



 

－15－ 

 
されている。 

・ココヤシ繊維を用いた小規模人工湿地による二次処理法が開発されている。 

・現地で調達可能なバイオマス資源を用いた浸出水の嫌気性処理法が開発されている。 

活動4-2「1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

遮水ライナー材料等の検討を行い、適用・導入可能なライナー技術を構築する」 

・中央州及び南部州で調達可能な膨潤性粘度を用いた透水性研究を実施した。CEA及び米国環境保

護庁（United States Environmental Protection Agency：USEPA）の遮水ライナー基準を満たす成果

を上げている。 

活動4-3「1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

廃棄物地盤の強度・変形特性の検討を行い、安全な廃棄物積み上げ層厚及びその傾斜角を決定する」

・ウダパラタ地区3カ所の土質及び地盤力学的特性の基礎的調査を実施した。 

・13孔より廃棄物のコアサンプルを採取し、未焼却廃棄物を対象に圧密、締固め、せん断抵抗角や

摩擦角による室内実験による測定を実施している。 

・廃棄物積上層厚と傾斜角の数値解析に係る本邦研修を実施した。 

活動4-4「1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

処分場キャッピング材料の検討を行い、適用・導入可能な処分場キャッピング技術を構築する」 

・ガス交換機能、メタン酸化機能、及び揮発性有機化合物の吸着の機能を有するキャッピング材料

開発のための室内実験を行っている。 

・現地調達可能なココヤシから抽出したオレイン酸添加砂の有効性を確認した。 

活動4-5「1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、

新規処分場汚染防止及び既設処分場修復のための反応性浸透壁（PRB）材料の検討を行い、適用・導

入可能なPRB技術を構築する」 

・スリランカ8カ所の土壌の荷電特性・粘度鉱物組成の分析を行った。 

・地域で調達可能なバイオマス資材の重金属吸着能の評価を行った。 

・PRB材料の開発と長期透水性の暫定的評価を実施し、室内実験へ展開する準備が進められている。

また、室内実験によるPRB材料の汚水浄化能の暫定的評価の実施が準備されている。 

活動4-6「4-1から4-5で開発された技術や知見を基に、野外スケール研究（実証試験）の計画（方法、

サイト、技術の評価方法等）を策定する」 

・野外スケール研究を実施するサイトを決定するためのタスクフォースミーティングが設置、議論

されている。 

活動4-7「4-6で策定された計画に基づき、野外スケール研究を実施する」 

・上記室内実験の成果を検証する目的より2014年9月から野外スケール研究を開始する予定である。

活動4-8「4-7の結果を4-1から4-5で開発された技術に反映する」 

活動4-9「調査・研究結果を報告書に取りまとめる」 

・本活動は2015年7月から開始する予定である。 

活動4-10「（4-1～4-9の）調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙

面、Web、学会での発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者

に対して調査・研究結果を広める」 

・ルフナ大学主催“International Symposium on Advances in Civil and Environmental Engineering Practices 

for Sustainable Development（ACEPS：2012年3月、2013年9月）”、キャンディ市開催“International 

Conference on Sustainable Built Environment（ICSBE：2012年12月）”及び“Conference on Sri Lanka-

Japan Collaborative Research（2013年3月）”にて本活動の成果を発表した。 
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5）成果5「持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化され

る」 

本成果の活動は、成果1～4の結果による。 

 

３－３ 実施プロセス 

本プロジェクトの実施体制は、表－５のとおり。 

 

表－５ プロジェクトの実施体制 

日本人専門家 スリランカ側C/P  

研究代表者：田中 規夫（埼玉大学） 

主研究取組者：川本 健（埼玉大学） 

PD：Prof. L. Rajapaksha（ペラデニア大学工学

部長） 

PM：Dr. G.B.B. Herath（ペラデニア大学） 

成果1 【主担当】早稲田大学 

松岡 俊二（成果5兼務） 

李 洸昊 

飯島 聰（埼玉大学：成果5兼務） 

宮尾 百合子（埼玉大学） 

Ms. L. Mangalika（NSWMSC） 

Dr. Sanjaya Ratnayake（CEA：成果5兼任） 

Dr. K.B.S.N. Jinadasa（ペラデニア大学：成果5

兼任） 

Dr. Mallika Pinnawala（ペラデニア大学） 

Dr. N. Priyankara（ルフナ大学：成果3、5兼任）

Mr. R. P. Jayasinghe（NSWMSC：成果5兼任）

成果2 【主担当】産業技術総合研究所 

駒井 武 

張 銘（成果5兼務） 

坂本 靖英 

原 淳子 

渡邊 真理子 

Dr. M. Vithanage（IFS：成果4、5兼任） 

Dr. W.K.C.N. Dayanthi（ルフナ大学：成果3、4

兼任） 

 

 

成果3 【主担当】埼玉県環境科学国際センター 

長森 正尚（成果5兼務） 

渡辺 洋一 

磯部 友護 

小出 隆広（埼玉大学：現地在住ポスドク研究

員：成果3兼任） 

坂本 靖英（成果2兼任） 

Dr. M.I.M. Mowjood（ペラデニア大学：成果5

兼任） 

Dr. C.S. Kalpage（ペラデニア大学：成果4兼任）

Dr. N. Priyankara（ルフナ大学：成果1、5兼任）

Dr. W.K.C.N. Dayanthi（ルフナ大学：成果2、4

兼任） 

成果4 【主担当】埼玉大学 

田中 規夫（成果5兼務） 

川本 健（成果5兼務） 

八木 澤順治 

浅本 晋吾 

小松 登志子 

佐藤 弘泰（東京大学） 

（新任助教B） 

小出 隆広（埼玉大学：現地在住ポスドク研究

員：成果4兼任） 

Dr. G.B.B. Herath（ペラデニア大学：成果5兼

任） 

Dr. L.C. Kurukulasuriya（ペラデニア大学：成

果5兼任） 

Dr. C.S. Kalpage（ペラデニア大学：成果3兼任）

Dr. A.M.N. Alagiyawanna（ルフナ大学） 

Dr. W.K.C.N. Dayanthi（ルフナ大学：成果2、3

兼任） 

Dr. N. Priyankara（ルフナ大学：成果2兼任）

Dr. M. Vithanage（IFS：成果2、5兼任） 
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成果5 【主担当】埼玉大学 

田中 規夫（成果4兼務） 

川本 健（成果4兼務） 

飯島 聰（成果1兼務） 

長森 正尚（成果3兼務） 

張 銘（成果2兼務） 

松岡 俊二（成果1兼務） 

 

Dr. G.B.B. Herath（ペラデニア大学：成果4兼任）

Dr. L.C. Kurukulasuriya（ペラデニア大学：成

果4兼任） 

Dr. K.B.S.N. Jinadasa（ペラデニア大学：成果1

兼任） 

Dr. N. Priyankara（ルフナ大学：成果1、3兼任）

Dr. M.I.M. Mowjood（ペラデニア大学：成果3

兼任） 

Dr. M. Vithanage（IFS：成果2、4兼任） 

Mr. R. P. Jayasinghe（NSWMSC：成果1兼任）

Dr. Sanjaya Ratnayake（CEA：成果1兼任） 

 

JCCは中間レビュー実施までに2回開催されており、M/Pの修正については、2012年3月21日開催

会議にて承認された。変更されたM/Pの内容を表－６に示す。 

 

表－６ マスタープラン（M/P）の変更 

R/D署名時点（2011年2月） 修正版（2012年3月JCCにて承認） 
プロジェクト目標： 

スリランカの持続可能な廃棄物管理に貢献することをめざした、廃棄物処分場における汚染防止

及び修復に関する技術の研究開発能力が強化される。 
指標案： 

処分場での計画・維持管理ガイドラインが地方

自治・州議会省と環境再生可能エネルギー省に提

案される。 

指標： 
処分場での計画・維持管理ガイドライン（2016

年版）が地方自治・州議会省と環境再生可能エネ

ルギー省に提案される。 
成果1： 

スリランカに適応できる廃棄物処分場計画・維持管理ガイドラインのコンセプトが明確にされる。

活動1-1： 
スリランカにおける廃棄物管理事業及び廃棄物政策をレビューし、改善すべき課題を把握する。

活動1-2： 
ガンポラ町及びハンバントタ市の廃棄物管理に関する組織、人員体制、予算規模、技術力に関す

る調査を実施する。 
活動1-3： 

1-1及び1-2の結果を踏まえ、策定するガイドラインで網羅する項目と内容を明確にする｡ 
活動1-4： 

スリランカ廃棄物関係者を対象としたワークショップを開催し、1-3に対する意見を聴取し、ガイ

ドラインの項目に反映させる。 
指標案： 

自治体の廃棄物管理に関する問題が明らかに

なり、自治体に対する廃棄物管理上のキャパシテ

ィアセスメントが実施される。 

指標1.1： 
自治体の廃棄物管理に関する問題及びスリラ

ンカの法制度が明らかになり、（自治体に対する）

社会的能力評価（Social Capacity Assessment：
SCA）による廃棄物管理における社会、経済及び

技術能力を把握する。 
指標案： 

ガイドラインの目次案が作成され、廃棄物管理

に携わる関係者に認知される。 

 

 指標1.2： 
スリランカ側C/Pとの協同活動より2自治体以

上に対し廃棄物管理計画が提案される。 
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R/D署名時点（2011年2月） 修正版（2012年3月JCCにて承認） 
 指標1.3： 

SCAや廃棄物管理計画について、審査付き発表

論文が国際的な学会誌に少なくとも2つ承認さ

れ、掲載される。 
成果2： 

新規廃棄物処分場の適地選定手法が定められる。 
活動2-1： 

新規廃棄物処分場候補地選定のための技術的条件を見出す。 
活動2-2： 

新規廃棄物処分場候補地選定のための社会・経済的条件を見出す。 
活動2-3： 

ガンポラ町及びハンバントタ市を対象に、2-1及び2-2で見出したデータを収集する。 
活動2-4： 

2-3のデータを総合的に分析し、適地選定のための総合的評価手法を構築する。 
活動2-5： 

2-4を基に、新規処分場の選定手順書を準備する。 
活動2-6： 

（2-1～2-5の）調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、
学会での発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して

調査・研究結果を広める。 
指標案：                  指標2.1： 

新規処分場の選定に必要な項目や方法を記したマニュアルが準備され、廃棄物管理に携わる関係

者に認知される。 
 指標2.2： 

新規廃棄物処分場の適地選定について、審査付

き発表論文が国際的な学会誌に少なくとも1つ承

認され、掲載される。 
成果3： 

既存廃棄物処分場の現状を把握するために、処分場及び周辺域の汚染状況のモニタリングが行わ

れる。 
活動3-1： 

モニタリング計画作成に必要な基本情報を収集、整理する。 
活動3-2： 

予備的な試料分析や解析を行い、モニタリングに必要な活動（試料採取・分析等）を選定する。

活動3-3： 
3-2に基づき、モニタリング計画（調査地点、調査頻度、調査項目、機材、人員体制等）を作成す

る。 
活動3-4： 

QAQC（品質保証・品質管理）が実施される。 
活動3-5： 

3-3の計画に沿って、現地計測システムの構築、ラボラトリの整備、スタッフの能力強化を行い、

モニタリング実施手順をマニュアル化する。 
活動3-6： 

3-5でマニュアル化された実施手順に基づき、ガンポラ処分場及びハンバントタ処分場、並びにそ

れら周辺域における汚染状況のモニタリングを行う。 
活動3-7： 

モニタリング結果を整理・分析し、廃棄物処分場からの汚染物質の移動予測及び暴露評価を行う。

活動3-8： 
（3-1～3-7の）調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、
学会での発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して

調査・研究結果を広める。 
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R/D署名時点（2011年2月） 修正版（2012年3月JCCにて承認） 
指標案： 

QAQCに関する報告書が作成される。 
指標3.1： 

スリランカ側C/Pによって、水質29項目及び処

分場埋設ガス6項目におけるQAQC手法及び報告

仕様が整備される。 
 指標3.2： 

誤差±100％の精度で既存廃棄物処分場での特

定汚染物質の減量と移動が予測可能となる。 
指標案：                  指標3.3： 

既存処分場の汚染特性や季節変動について、審査付き発表論文が国際的な学術発表会で少なくと

も2つ承認され、発表される。 
指標案： 

既存処分場の汚染特性や季節変動について、査

読付き論文が国際的な学会誌に少なくとも1つ承

認され、掲載される。 

指標3.4： 
既存処分場の汚染特性や季節変動について、査

読付き論文が国際的な学会誌に少なくとも2つ承

認され、掲載される。 
指標案： 

現場日誌が各サイトで整備される。 
 

指標案： 
発表された論文等の要約版がプロジェクト関

連のウェブサイト上で定期的に公開される。 

 

成果4： 
廃棄物処分場の汚染防止・修復技術が構築される。 

活動4-1： 
1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、浸出水処

理材料等の検討を行い、適用・導入可能な浸出水処理技術を構築する。 
活動4-2： 

1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、遮水ライ

ナー材料等の検討を行い、適用・導入可能なライナー技術を構築する。 
活動4-3： 

1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、廃棄物地

盤の強度・変形特性の検討を行い、安全な廃棄物積み上げ層厚及びその傾斜角を決定する。 
活動4-4： 

1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、処分場キ

ャッピング材料の検討を行い、適用・導入可能な処分場キャッピング技術を構築する。 
活動4-5： 

1-4のガイドラインのコンセプトと3-7の結果に基づき、研究開発能力の向上を行いつつ、新規処分

場汚染防止及び既設処分場修復のための反応性浸透壁（PRB）材料の検討を行い、適用・導入可能な

PRB技術を構築する。 
活動4-6： 

4-1から4-5で開発された技術や知見を基に、野外スケール研究（実証試験）の計画（方法、サイト、

技術の評価方法等）を策定する。 
活動4-7： 

4-6で策定された計画に基づき、ガンポラ処分場及び

ハンバントタ処分場で野外スケール研究を実施する。

活動4-7： 
4-6で策定された計画に基づき、野外スケール研

究を実施する。 
活動4-8： 

4-7の結果を4-1から4-5で開発された技術に反映する。 
活動4-9： 

調査・研究結果を報告書に取りまとめる。 
活動4-10： 
（4-1～4-9の）調査・研究結果を共有するためのセミナーを開催し、ニュースレター、紙面、Web、
学会での発表を通じて広報活動を行い、研究者だけでなく、廃棄物管理にかかわる関係者に対して

調査・研究結果を広める。 
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R/D署名時点（2011年2月） 修正版（2012年3月JCCにて承認） 
指標案： 

処分場の汚染防止・修復技術について、査読付

き論文が国際的な学会誌に少なくとも4つ承認さ

れ、掲載される。 

指標4.1： 
処分場の汚染防止・修復技術について、査読付

き論文が国際的な学会誌に少なくとも5つ承認さ

れ、掲載される。 
指標案：                  指標4.1： 

処分場の汚染防止・修復技術について、審査付き発表論文が国際的な学術発表会で少なくとも5つ
承認され、発表される。 
指標案： 

処分場において汚染修復実証モデルが示され

る。 
指標案： 

汚染防止及び修復技術に関する概要報告書が

作成される。 

指標4.3： 
野外スケール研究の結果より、汚染物質管理モ

デル及び環境修復技術が提案・検証され、汚染防

止及び廃棄物処分場修復に係る要約報告書が整

備される。 

成果5： 
持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化される。 

活動5-1： 
成果1から4までの成果を活用し、低コスト、低メンテナンス、低環境負荷な廃棄物処分場汚染防

止・修復技術の組み合わせ案を複数作成する。 
活動5-2： 

ガンポラ町及びハンバントタ市における処分場建設可能性評価マップを作成する。 
活動5-3： 

自治体に対し、新規処分場のモニタリング基準が提示される。 
活動5-4： 

既存のガンポラ処分場及びハンバントタ処分場のモニタリング方法及び環境負荷削減方法を示

す。 
活動5-5： 

5-1から5-4の結果を共有・検討するためのワークショップを開催する。 
活動5-6： 

5-5におけるコメントを反映させ、スリランカ国内に適応できる、ガイドラインを最終化する。 
指標案： 

ガンポラ町及びハンバントタ市における処分

場建設可能性評価マップが作成される。 

指標5.1： 
2つ以上の自治体における処分場建設可能性評

価マップが作成される。 
指標案： 

処分場モニタリングの基準が自治体に対して

作成される。 

指標5.2： 
提案されるモニタリング基準を適用した環境

モニタリングが2自治体以上で導入される。 
指標案： 

処分場の計画・維持管理ガイドラインが最終化

される。 

指標5.3： 
廃棄物処分場の計画・維持管理ガイドラインが

最終化され、地方自治・州議会省及び環境再生可

能エネルギー省へ提案される。 

 

成果4に係る野外スケール研究については、サイト選定におけるタスクフォースミーティングが

設置され、検討が進められている。同会議には、プロジェクト関係者以外に高等教育省（Ministry 

of Higher Education：MoHE）、CEA及びNSWMSCの代表者が参加している。 

スリランカの国立大学でストライキがたびたび行われ、本プロジェクトの特に成果3及び4に係

る活動実施に影響を及ぼした。また、供与機材の一部（化学薬品及び低放射線源を有する部品）

については、不慣れな輸入手続きに時間を要し、活動の進捗に影響を及ぼした。しかし、日本人

及びスリランカ側研究者間の良好なネットワークが構築され、プロジェクト後半の活動の迅速化

に寄与している状況を確認した。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5項目評価 

（1）妥当性 

以下に記載のとおり、スリランカ各都市では廃棄物の適正処理に関して依然として高いニ

ーズがあり、国家開発計画においても当該分野が課題として掲げられていることから、本プ

ロジェクトの妥当性は高い。 

急速な都市化及び人口増加により、一般廃棄物の発生量が増加し不衛生なオープンダンプ（開放

投棄）が地域の社会及び環境問題発生の要因の1つとなっている。この問題を解決するために各地方

自治体の廃棄物管理システムの強化とともに最終処分場の汚染防止及び修復を行うための地域に適

合した低コスト・低メンテナンス・低環境負荷の持続可能な技術の開発が必要である。 

国家開発計画2006～2016年では、廃棄物管理における主な項目として3Rコンセプトの導入促進及

び廃棄物処分場の環境保全を配慮した適正化の必要性が課題として挙げられている。 

CEAが2005年に策定した廃棄物管理技術指針の内容を勘案し、MoEREは、2007年に策定した「廃

棄物管理国家政策」に廃棄物の適切な管理に必要とする施設の整備を行うことを記載している。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトの有効性は本中間レビューの段階では中程度であるが、提案されている修

正計画どおりに活動が実施されるならば、プロジェクト目標の達成が期待できる。 

① プロジェクト目標の達成度 

多数の技術が開発中であり、その一部は室内実験スケールで適用性を示唆している。ただし、技

術検証を行うために実施される野外スケール研究については、実施場所と規模について検討中であ

る。プロジェクト目標達成のためには、早期に野外スケール研究の規模及びスケジュールを確定し、

着手することが必要である。 

② プロジェクト目標に対する成果の貢献度 

本中間レビュー実施と合わせて、各成果に係る活動計画の修正案が検討された。この修正により、

プロジェクト活動間の関連性がより明確となった。プロジェクト目標の達成度を測る指標となる

「ガイドライン」は、スリランカ側が必要としている将来の廃棄物処分場の設計、運転及び維持管

理における技術仕様と適合しており、成果1～4の結果を網羅するものとなることから当該活動との

因果関係に基づく内容といえる。 

 

（3）効率性 

以下の点により、本プロジェクトの効率性は中程度といえる。 

大学でのストライキ及び供与機材導入の遅れにより、特に成果3のモニタリング活動と成果4の技

術開発に影響を及ぼした。 

一方で、廃棄物処分場に係る設計、運転及び維持管理の技術開発のための研究活動については、

当該科学論文がスリランカ国内及び国際的なジャーナルに掲載され、各種学会の場で発表されるな

ど、一定の成果を上げている。 
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（4）インパクト 

以下の点により、本プロジェクトのインパクトは今後高くなることが見込まれる。 

本プロジェクトの有形的な成果として、ペラデニア大学に環境モニタリングのためのラボが建設

され、供与機材が設置された。機材の有効活用の観点から、研究室の適正管理のための標準マニュ

アル作成、認証取得をめざした活動を既に開始しており、地域の拠点研究室として、他の研究機関

との設備の共用についても検討を行っている。 

本プロジェクトの調査結果、開発された技術及び環境モニタリング手法などがスリランカ国内外

の学術的イベントや国際科学論文誌へ掲載されている。また、本プロジェクトにて開催されたワー

クショップより、特に中央州及び南部州の自治体の意思決定者のなかでは、適切な廃棄物処分場の

必要性に係る意識が向上している。 

 

（5）持続性 

持続性については、中間レビューの段階では評価できない。以下の点について、今後MoHE、

MoERE、及びMoLGPCなど関連省庁の関与やペラデニア大学などのプロジェクト実施機関の

取り組みが強化されることにより、持続性が高まることが期待される。 

① 組織及び政策面 

スリランカの廃棄物管理政策は、既存オープンダンピングから衛生埋立処分への適正化を進めて

いくという方針に基づく、CEAによる関連政策・戦略の見直しによって、改善される見込みである。

更に、本プロジェクトの成果であるガイドラインを技術基準として廃棄物処分場における環境影響

評価のプロセスに適用することが検討されている。また、NSWMSCはガイドラインの地方自治体へ

の普及を検討している。 

② 財政面 

本プロジェクトの残り期間及びその後の人員配属及び予算確保を含む研究活動の継続、化学分析

ラボの操業及び維持管理の明確化が必要である。 

スリランカ側の関係者は、本プロジェクトにて提供した機材を利用して廃棄物処分場の環境モニ

タリングを実施するための予算確保に向けた手続きを進めている。 

③ 研究開発面 

廃棄物処分場の設計、運営及び維持管理に係る研究開発活動については、地域の必要性及び応用

可能性を考慮して実施されており、技術面での高い持続性が期待できる。ただし、今後の技術開発

は、野外スケール研究を通じて技術検証がなされる予定であり、現時点では開発される技術の応用

性が不確実である。また、供与機材の一部については、操作及び維持管理のために更なる技術支援

が必要とされている。 

 

４－２ 結論 

本プロジェクトの活動はおおむね順調に進んでいる。また、日本側及びスリランカ側研究者間

の良好なネットワークが構築されたことは、プロジェクト後半の活動の迅速化に貢献するものと

評価できる。 

一部の活動は主に供与機材導入の遅れにより当初計画より遅れているが、修正された活動計画

に基づき、日本・スリランカ国側双方が活動を実施することにより、プロジェクト目標の達成が

期待できる状況である。 
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第５章 提言 
 

（1）重要情報の共有の必要性 

本プロジェクトの一部評価指標は2012年3月JCCにて見直されている。ただし、これらの見直

しは、JICA本部等の関係者への事前確認が行われることなくJCCにて承認されている。 

プロジェクト目標を計画どおりに達成するために、当事者間の適時及び確実な情報共有を必

要とする。特に、プロジェクト活動や評価指標などの変更は、プロジェクト管理に重要である

ため、活動開始前に関係者の了解を得ておく必要がある。 

 

（2）機材利用の促進 

本プロジェクト活動の遅れを挽回するために、スリランカ側が納品された機材の操作及び維

持管理を担う技術者の配置を急ぐ必要がある。更に、スリランカ側C/Pが研究活動のための機

材利用を独自で本プロジェクト期間中に扱えるように日本人研究者による集中した技術的指

導が求められる。 

 

（3）開発された技術の検証のための野外スケール研究 

成果4の野外スケール実証実験の内容については、現在プロジェクト関係者で構成されるタ

スクフォースで検討中であることを確認した。以下の点を考慮して早急に内容について関係者

間で合意する必要がある。 

① 本実証実験は成果3、4で検討されたさまざまな技術の検証が効果的に行われ、プロジェ

クト期間内で実験の成果が得られるものであること。 

② 既に計画されている予算の範囲内に収まる実証実験であること。 

③ 実証実験の結果について、プロジェクト期間中の早い段階からスリランカ側関係者への

積極的な公開に努めること。 

 

（4）ガイドラインの明確化及び普及 

プロジェクトの最終成果であるガイドラインの内容については、現時点で目次案を確認する

ことができなかったが、成果1から4で得られた成果すべて含むものであることを確認した。

2014年6月までに一次草案の作成が予定されており、1次草案が作成された段階で速やかにJICA、

JST及びガイドラインを活用するスリランカ側関係者に共有され、意見を求める必要がある。

また、プロジェクト後半に向けて、社会実装に向けた活動の強化も求められるところであり、

ガイドライン作成の段階から、ガイドラインの活動が想定されるスリランカ側関係者や日本側

民間企業に対しても、情報共有を行っていく必要がある。 

 

（5）プロジェクト導入システムの強化及び持続性確保 

本プロジェクトで整備されている研究・実験体制は、スリランカにおいて先進的なものであ

り、今後他の分野を含む研究・実験体制のレファレンスとして、維持・発展していることが求

められる。そのためにも、プロジェクト活動中のみならず、プロジェクト終了後の持続性を確

保するために、現時点からスリランカ側による研究実験要員、機材の維持管理に必要な人員の

追加配置、並びに予算の充実化を図る必要があり、MoHEを含む関係行政機関及びペラデニア
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大学等の研究機関において、体制強化を求める。 
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第６章 団長所感 
 

プロジェクトの活動については、プロジェクト開始後の機材の仕様の変更や、機材が設置され

る実験室の建設の遅れ等により機材設置が遅れていた。また、大学ストライキの影響等により、

特に機材を用いた成果3「処分場からの浸出水などによる汚染状況のモニタリング活動」や、成果

4「処分場の汚染防止・修復技術の開発」が遅れ、本プロジェクトの最終成果である廃棄物処分場

計画・管理・汚染防止ガイドラインの最終化までのスケジュールがタイトになっている点が引き

続き懸念される。 

しかしながら、修正活動計画についてプロジェクト関係者間で合意されており、本活動計画に

基づいて、日本・スリランカ国側双方研究者が精力的に活動を行うことにより、当初のプロジェ

クト目標の達成が期待できる状況である。今回の調査で、日本側及びスリランカ側研究者間の関

係は良好であり、また、プロジェクト実施機関であるペラデニア大学やIFSからの研究活動への支

援の継続を確認しており、プロジェクト後半に向けて予定されている研究活動の加速化が可能と

思われる。 

 

６－１ 今後のプロジェクト運営上の留意事項 

（1）プロジェクト運営に関する重要事項の共有 

プロジェクトの指標の変更や、在外事業強化費を活用した現地調査の追加など、これまで

JICA、JST側に対して事前に十分な相談、了解がなく、プロジェクト関係者内で進められてい

た事項がある。今後、プロジェクト目標達成に向けて、JICA本部、事務所、JST、日本・スリ

ランカ国側双方プロジェクトチーム間のより緊密な情報共有が必要であり、中間レビュー調

査団からの提言として、プロジェクト運営に関する重要事項については、事前にJICA、JSTに

情報共有し、了解を得て進めるようにプロジェクト関係者に伝えた。この申し入れ事項に基

づいた情報共有がなされるように、JICAとしても注視していきたい。 

 

（2）機材の活用 

中間レビュー実施時には、本格稼働に向けて、機材据付準備が進められているところであ

り、また、スリランカ側より機材を維持管理する技術者の配置や、維持管理予算確保等の体

制整備が進められていることを確認した。また、埼玉大学側からは、プロジェクト活動終了

までに、予定されている測定がスリランカ側C/Pによって自立的に行うことができるように、

日本側研究者による技術指導を行う旨の説明を受けている。以上のことから、供与された機

材の有効活用が期待できる状況にある。今回確認した内容が予定どおり実行されるよう引き

続きモニタリングする必要がある。 

なお、スリランカ側は、機材の有効活用の観点から、研究室の適正管理のための標準マニ

ュアル作成、認証取得をめざした活動を既に開始しており、地域の拠点研究室として、他の

研究機関との設備の共用も検討しているとのことである。このようなスリランカ側の取り組

みについて、プロジェクトの持続性確保の観点から評価できる。地域の拠点実験室を維持管

理していくために、現時点からスリランカ側による研究実験要員、機材の維持管理に必要な

人員の追加配置、並びに予算の充実化を図る必要があり、本調査団からも、MoHEを含む関係

行政機関及びペラデニア大学等の研究機関において、体制強化に向けた取り組みを進めてい
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く必要がある点を伝えた。今後もスリランカ側の拠点研究体制整備の動向について注視して

いきたい。 

 

（3）野外スケール実証実験 

成果4の野外スケール実証実験の内容については、現在プロジェクト関係者で構成されるタ

スクフォースで検討中であることを確認した。今後、実証実験設備の仕様の検討や建設工事

等の準備期間を考慮すると、実験期間が限られ、ガイドラインへの反映が十分に行われない

ことが懸念される。早急に実験内容について関係者間で合意し、予定されている準備スケジ

ュールの前倒しなどを検討する必要があることを調査団からプロジェクト関係者に伝えた。

今後の作業の進捗について、定期的にモニタリングを行っていく必要がある。 

 

（4）「ガイドライン」の明確化、成果の普及 

「ガイドライン」の内容については、現時点で目次案を確認することができなかったが、

成果1から4で得られた成果をすべて含むものであることを確認した。2014年6月までに一次草

案の作成が予定されており、一次草案が作成された段階で速やかにJICA、JST及びガイドライ

ンを活用するスリランカ側関係者に共有すべき点を確認した。また、プロジェクト後半にか

けて、社会実装に向けた活動の強化も求められるところ、ガイドライン作成の段階から、「ガ

イドライン」の活動が想定されるスリランカ側関係者や日本側民間企業に対しても、情報共

有を行っていく必要がある。なお、「ガイドライン」の内容については、単に各活動の成果が

整理されたものにとどまらず、汚染防止技術に加え、維持管理方法、普及のためのコストな

どが考慮され、スリランカに適用可能な廃棄物処分場のシステムとして提示されることが望

ましく、社会実装を推進する観点から、今後の「ガイドライン」の内容について注目してい

きたい。 

 

６－２ これまでのプロジェクト運営を踏まえた教訓 

本プロジェクトでは、研究に必要な機材の仕様検討、機材を設置する実験室の建設等の機材管

理体制の整備に時間を要した点がプロジェクト活動の遅延につながっている。この点については、

詳細計画策定調査の段階で、可能な限り研究内容の具体化を図るとともに、必要な機材及び日本・

スリランカ国側双方の負担事項をより明確化し、双方の準備が整った段階でプロジェクトの活動

を開始するという手段が有効であると考える。 

一方で、本プロジェクト開始後に研究内容の修正がたびたび行われており、SATREPSプロジェ

クトの性格上、ある程度の柔軟性を担保しておく必要もある。 

これらの点については、プロジェクト後半での活動モニタリング結果も踏まえて、終了時評価

までに教訓としてまとめ、今後のSATREPSプロジェクトの運営に生かしていくこととしたい。 
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第７章 国際共同研究の視点（JST団員所感） 
 

７－１ 調査概要 

（1）プロジェクト進捗状況の調査 

全体的に、共同研究はおおむね順調に進んでいるが、活動の一部（活動3：処分場及び周辺

域の汚染状況のモニタリングと、活動4：廃棄場処分場の汚染防止・修復技術の構築、野外ス

ケール実験など）で遅れがみられる。また、野外スケール実験の計画を見直すとの議論もな

されている。野外スケール実験は本プロジェクトのクリティカルパスになると予想され、早

急に計画を確定し進める必要がある。 

2013年3月、スリランカ側負担によりペラデニア大学内に、SATREPSラボと称する実験棟が

建設され（2014年2月ころに竣工式を開催予定）、これを当該分野の研究拠点にしていくとの

意向が示された。供与機材の導入の遅れは、一部は大学ストライキなどのためでもあるが、

多くは、新実験棟に研究者と機材を集約するためにその完成を待ったことによる。工程が遅

れた反面、ラボが設立されたことにより、本プロジェクト終了後も含め、今後研究、普及活

動が強化されることが期待できる。 

各活動項目に対する進捗状況は以下のとおりである。 

 

【活動1】廃棄物管理政策・実態の把握と地方自治体廃棄物管理に関する社会的能力の評価 

各地方自治体における廃棄物管理事業及び廃棄物政策に関する情報入手に予想以上の手間と時間

を要したうえ、住民による廃棄物処分に対する意識調査等、新たな詳細調査が加わり活動内容が増

加したが、スリランカ中央州・南部州を対象とした廃棄物管理事業のベースライン評価、環境ビジ

ネス調査、廃棄物管理事業財務調査は終了しており、本活動項目の目標は達成されつつある。 

・中央州3地方自治体、南部州1地方自治体で地方自治体排出ごみ量ごみ質調査（WACS）も行われ

た。南部州1地方自治体（ハンバントタ市）での調査が唯一残っているが、2014年3月実施予定

であるとのこと。 

・住民意識調査（中央州3地方自治体対象）においては、2013年9月と12月にワークショップが開

催され、地方自治体廃棄物管理事業に関する社会的能力評価（SCA）に必要な項目の基礎調査が

行われた。2013年12月にコンサルタントが決定し、本格的調査に向けた準備が開始される見込

み。 

・なお、上記調査結果を踏まえ、廃棄物管理事業改善計画（アクションプラン）が策定される予

定であるが、ここでの内容は主に中央州を対象とするとのこと。南部州においては、①時間的

制約がある、②南部にあるルフナ大学で社会経済学に詳しい専門家がいない、③中央州から得

られたデータで十分状況網羅できるなどの理由から、アクションプランには含まない方針であ

る。 

・活動1の目標はこれまで「スリランカに適応できる廃棄物処分場の計画・管理・汚染防止ガイド

ラインのコンセプトの明確化」と定義されていたが、現地調査中の議論を通して、ガイドライ

ンのコンセプトを明確化する部分においては活動5に組み込むのが適切であると判断し、活動1

の目標は「廃棄物管理政策・実態の把握と地方自治体廃棄物管理に関する社会的能力の評価」

と改定することで、本活動での具体的活動内容を明確にした。 

 



 

－28－ 

【活動2】新規廃棄物処分場の適地選定手法の構築 

スリランカ側研究者より、新規廃棄物処分場の適地選定ハザードマップ作成のための利用可能な

既存データ量が乏しく、データ収集には苦労したとのコメントがあったが、中央州のハザードマッ

プはほぼ完了しており、今後は南部州のハザードマップ作成を進める予定となっている。 

また、適地判断の評価の項目は、不確定さの多い社会的要因を除き、技術的要因に絞ることが合

意された。 

・中央州の適地選定ハザードマップは、2014年2月ころに完成予定であるとのこと。 

・中央州と南部州のハザードマップ作成後、新規廃棄物処分場の適地選定基準を明確化し、適地

選定ガイドを2014年12月までに完了をめざすとのこと。 

・2012年11月にスリランカ研究者7名を招へいし、産業技術総合研究所が開発した地圏環境リスク

評価システムの操作法に関する基礎的トレーニングが行われ、2014年1月に再びスリランカ研究

者1名を招へいし、中級レベルのトレーニングを実施する予定であるとのこと。 

 

【活動3】廃棄物処分場及びその周辺域の汚染状況モニタリング 

環境分析用供与機材が2013年6月新実験棟に到着し、現地調査時点では日本人据付技術者により、

機器分析調整及び操作法講習が行われていた。2014年1月以降、環境分析用供与機材の本格運用が開

始される見込み。 

モニタリング観測井設置のための建設工事、埋設ごみ質調査及びクラスター分析は終了しており、

簡易水質・埋立ガス組成分析のための資料採取・分析も開始されている。 

・2013年6月より簡易水質・埋立ガスのサンプル採取が開始され、現在1カ月ごとに定期的にサン

プル採取されている。 

・SATREPS実験棟に供与機材が導入されるまで、簡易水質分析はIFSの既存の分析機器を使用し、

埋立ガス組成分析は日本にサンプルを持ち帰り、日本にて分析が行われていた。このように、

機材設備が整わない困難な状況のなかでも、本格環境モニタリングに向けた初動環境モニタリ

ングを着々と実施してきたことは研究者の使命感の強さと思われる。 

・ガスクロマトグラフ質量分析計装置、紫外可視分光光度計、液体クロマトグラフ、全有機炭素

計、純水製造装置など、環境分析用供与機材（1億円相当分）がペラデニア大学のSATREPS実験

棟に集中的に設置（2013年6月現地着）されている。同時に、IFSとルフナ大学にもガスクロマ

トグラフ、連続電力供給装置（UPS）等の供与機材が設置されている。 

・現地視察でモニタリング観測井が、以下の場所で計画どおり設置されている。 

① ウダパラタ処分場（中央州） 

観測井設置終了（8カ所：水質採取、5カ所：埋め立てガス組成） 

② ハンバントタ処分場（南部州） 

観測井設置終了（1カ所：水質採取、2カ所：埋め立てガス組成） 

 

【活動4】廃棄物処分場の汚染防止・修復技術の構築 

地盤解析用供与機材がペラデニア大学に現地調査中に到着し、2014年1月日本人据付技術者によ

る機材検証・設置等が終了次第、供与機材の本格運用が開始される見込み。 

野外スケール実験は2014年9月（2013年11月時点）の開始を予定していたが、その後、関係者で

議論した結果、実験内容と工程を見直し、①概要の作成②サイトの決定・認可取得③検証スペック

決定を急ぎ、④建設工事を2015年3月までに終了し、技術の有効性検証・モニタリング開始を4月と
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することとなった。 

現在、サイトは実際の廃棄物処分場ではなく、新たに小規模の実験用処分場を大学構内に建設す

る方向で議論されている。これにはメリットとデメリットとがある。 

・現地の膨潤性粘土を用い、粘土ライナー候補の透水係数、ガス交換機能、乾燥時の粘土収縮性

に関する室内実験が行われていた。 

・ココヤシ繊維を生物膜担体として組み込んだ汚水処理能力の評価実験、ココハスク（ココヤシ

繊維の粉末）を用いた汚水中の重金属除去についての研究も進んでおり、ココヤシ繊維・ココ

ハスクともに適用の有用性が見出されてきているとのこと。 

・これまでの室内実験により、中央州Moragahakanda土壌が、遮水効果として優れており、USEPA

が設定する標準的な基準を満たしていることが明らかとなっている。 

・今後、粘土ライナー層厚の検討や、乾燥時の粘土収縮の防御策を考える必要があるとのこと。 

 

【活動5】持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・管理・汚染防止ガイドラインの最終化 

活動1から4までの成果を集約し、ガイドラインの目次と内容を決めていく予定である。 

また、このプロジェクトの関係者の目標についての認識の共有化と全体のスケジュールを明確に

するためにガイドラインの目次内容を当初計画されていた2014年9月から2014年6月に3カ月間前倒

しすることになった。 

・活動5の目標はこれまで「持続的かつ適用可能な廃棄物処分場の計画・管理・汚染防止ガイドラ

インの最終化」であったが、「ガイドライン」から「ガイド」となった4。本プロジェクトで作成

される成果物は、本プロジェクトで開発された汚染防止・修復技術を基に、モニタリング手法、

処分場維持・管理法を詳細に示すものであるため、ガイドブック的な具体的作業を含むガイド

とした方が表現としては適切であるとの理由から、「ガイド」と改定された。 

・なお、JSTプロジェクト目標も、「処分場の計画・維持・管理ガイドライン（2016年版）が地方

自治・州議会省と環境再生可能エネルギー省に提案され、承認される」から「廃棄物処分場の

計画・管理・汚染防止ガイド（2016年版）を地方自治・州議会省、環境再生可能エネルギー省

と共同で策定する」に改定されることとなった。実際に社会実装を担うスリランカ側の関連省

庁もガイド作成時から携わってもらうことで、ガイドの有効活用性が高まることが見込まれて

いる。 

 

７－２ 研究の推進体制 

本プロジェクト開始以前から日本側研究代表者（田中教授）及び主要メンバー（小松教授・川

本教授）が相手国2大学（ペラデニア大学とルフナ大学）と共同研究を行ってきた歴史もあり、相

手国側の多くの研究者、政府関係者が日本への留学経験者であることもあり、組織としても個人

としてもお互いに親密度が高く、両国間の連携関係は非常に良好である。 

両国の研究実施体制面においては、埼玉大学の川本教授が研究代表者（田中教授）の右腕役と

して取りまとめを積極的に行っている。スリランカ側では、ペラデニア大学で毎週木曜日に定例

会議を開催、また3カ月ごとにスリランカの他の共同研究機関も含めた全体会議が開催されている

とのことで、Herath教授（相手国研究代表者）が中心となり研究者らをうまくまとめている。2013

年4月に着任した大山業務調査員による調整や支援も大きい。 

                                                        
4 2013年12月20日のJCCにて変更。ただし、本報告書では名称変更前の「ガイドライン」として表記を統一していることに留意。 
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７－３ 国際共同研究遂行上のリスクの所在 

今後は、開発した技術、システムを実証するための野外スケール実験と本プロジェクトの集大

成ともいえるガイドラインの作成とが主要な課題となる。 

野外スケール実験の実施期間は2015年4月～12月を予定しているが、期間中に本プロジェクトに

有用なデータが十分得られるかどうかが今後の重大ポイントといえる。そのためにも、野外スケ

ール実験に向けた活動4での室内実験・データ整理解析の綿密な予備的検証は重要であり、同時に

できるだけ早く、できれば日程を前倒しし、野外スケール実験のコンセプト、サイト、工程、予

算などを決定し、実験を開始することが必要である。 

ガイドラインに関しては、両国の現状を踏まえ、また相手国側が必要としている項目の抜けが

ないよう、本プロジェクトで実証されるべき事項をきちんと相手国側と共通認識しておくことが

重要である。そのためにも、早い段階でガイドラインのアウトラインを両国側で練っておくこと

が本プロジェクト成功へのカギといえる。 

 

７－４ その他、要望事項 

本プロジェクトで開発された技術を使用するときの経済性評価（オペレーション費も含むコス

ト試算）が提示できることが望ましい。 

日本の地方自治体、公益事業団体及び企業の本分野における事業と研究開発における位置づけ

について明確にしていただきたい。日本の関係機関に対する提言も検討していただきたい。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M）及び合同評価報告書 

 

２．評価グリッド  
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